
令和7年3月18日

No 仕様書の項目 質問内容

1 ４-(１)-ア

重点誘致対象分野とはどのような分野なの
か、具体的にご教示いただけますか。

　沖縄県では、現在、沖縄県企業立地ポータルサイト等において、次の項目を重点誘
致対象分野として位置付けています。
　
①那覇空港の国際物流ハブ機能等を活用し、半導体・電子部品製品関連やFA・ロ
ボット関連企業など高付加価値製品を製造する企業等
②航空関連産業クラスターの形成に向け、部品や装備品の製造・加工を担う企業や、
航空機整備パーツ供給企業等
③医療機器製造関連産業をはじめとする、先端医療・バイオ関連企業等
※上記のほか、社会・経済情勢の変化を捉え、本県が比較優位を発揮できる分野や
県内の産業に多大な波及効果を及ぼす分野について県内既存企業の動向を踏まえ
つつ、誘致対象となる産業分野の検討を行います。
④クリーンエネルギーや、DXの導入に積極的な企業
⑤新ビジネスや新たなテクノロジー等で県内企業の「稼ぐ力」の向上に寄与する企業
⑥パーツセンターやリペアセンター、セントラルキッチンなど県内調達の拡大による経
済への波及効果が期待できる産業

●沖縄県企業立地ポータルサイト該当HP：
https://kigyoritchi.pref.okinawa.lg.jp/industrialpark/zone

今後、対象分野が変更となった場合には、改めてご提示の上、調整せていただきま
す。

2 ４-(１)-アー（イ）

積極的にという記載があるが、相談者から
の依頼がなくても受託者側の判断で動いて
よいという認識でよろしいでしょうか。
積極的にという言葉は主観的な言葉である
ため、受託後に双方でのすり合わせが必要
と考えます。
委託者から依頼を受けた対応に関しては、
委託者も一緒に積極的に関わって対応する
という認識でよろしいでしょうか。

相談者からの依頼があった場合の対応を基本とし、詳細等については、委託候補者
選定後、実施計画策定時に調整させていただくとともに、個々の疑義ついては必要に
応じで対応させていただきます。

3 ４-(３）

（１）団体のビジネス交流支援業務は随時
対応するものでしょうか。それとも沖縄県側
から依頼された際に対応する業務なので
しょうか。

（２）また、積算のため、地域や回数、団体
の人数規模など目安を提示していただけま
すでしょうか。

（１）団体のビジネス交流支援業務は、団体又は沖縄県のいずれかからの依頼があっ
た場合に、随時対応する業務となります。

（２）以下のR5～R6の団体対応実績を目安に、提示した予算額の範囲内で積算をお願
いします。

　

　

4 ６－（１）－イ

「ビジネス連携に至った件数」とありますが、
協議も含まれるでしょうか。

協議にとどまらず、ビジネス連携に至った件数を成果とします。
主な「ビジネス連携」とは以下の内容を想定しています。

・県内企業等の海外団体等とのMOUの締結
・県内企業等の海外販路開拓に係る取引契約などの取組
・県内企業等が海外で店舗展開や現地生産による商品の販売等を行う取組

・上記に含まれない場合であっても、沖縄県（委託者）と協議の上、ビジネス連携に
至ったと認められる取組は成果とします。

令和７年度アジア・ビジネス・ネットワーク事業　企画提案に係る質問に対する回答

回答

　海外企業の視察対応件数の推移(アジア・ビジネス・ネットワーク事業)

年度 対応件数
対応日数
累計

国・地域(代
表者出身地)

視察
企業数

視察
人数

R5 ８件 １７日
台湾、タイ、中
国、US

８社 53人

R6
（R7,２月時点）

８件 １１日
台湾、韓国、
中国、香港

66社 92人


